
Ⅰ　基礎情報

都道府県・市名

合併期日

合併形式

住所　(旧市町村名も記載)

人口  (合併直近の国調)

面積

議員定数

関係市町村名

Ⅱ 関係市町村合併直前の状況

市町村名 人口　 （人） 面積　（k㎡） 議員数　（人） 高齢化比率　(%)

小野田市 45,085 43.10 22 20.6

山陽町 22,344 89.89 20 23.3

合計 － 67,429 132.99 42 －

Ⅲ 関係市町村の財政状況

平成16年度予算

地方税 （千円） 地方交付税 （千円）

小野田市 18,814,173 6,627,716 2,897,209 0.691

山陽町 11,348,720 2,746,811 1,547,413 0.615

合計 － 30,162,893 9,374,527 4,444,622 － －

67,429人

132.99ｋ㎡

42人

小野田市、山陽町

記入月日：平成１７年４月１５日

合併市に関する調査

関係市町村

関係市町村

＊数値は合併直近の決算数値を使用。ただし、平成14年4月1日以降合併の場合、合併直近の予算を記入。

歳入合計　（千円）市町村名 指定団体等の指定状況

山口県・山陽小野田市（さんようおのだし）

平成１７年３月２２日

財政力指数

新設合併

山口県山陽小野田市日の出一丁目１番１号(旧小野田市)



Ⅸ　合併の概要

合併協議会の期日 設置年月日： 解散年月日:

   内 容

住民発議について

市町村建設計画

  基本計画の主要項目

旧市町村庁舎の利活用
回答

2

議会の議員の定数に関する特例

議会の議員の在任に関する特例

議会の議員の報酬額

地域審議会の設置について

　内 容

地方税に関する特例

  内 容

合併特例債発行限度額 (億円)

Ⅴ  その他

月額：３７万円(旧山陽町議会議員は２４万５千円)

無

特になし

主要項目について、簡単な内容を含め10項目ご記入ください。(例：庁舎の位置 等)

電算システムの統合 1.新規システムの構築　2.既存システムの活用　3.相互システムの活用　4.その他　から選択

平成１５年４月１日 平成１７年３月２１日

特になし

１８４億円

無

合併協議会　２４回開催
協議項目　５０項目
合併調印　平成１６年１０月１８日
廃置分合申請　平成１６年１０月２５日
廃置分合県知事決定　平成１６年１２月２２日
官報告示　平成１７年１月２４日

１多様な雇用機会を創出する活力ある産業づくり
２活気に満ちた往来のあるまちの基盤づくり
３夢と生きがいをもち、魅力と個性ある教育・文化づくり
４健康でやさしさと笑顔のあふれる福祉社会づくり
５自然と共生した安全で快適な生活環境づくり
６協働による住民主役のまちづくり
７効率的な行財政基盤をもつまちづくり

旧山陽町役場を総合事務所(総合支所)として活用

計画の期間：平成１７年度～平成２６年度

無

残された課題について、箇条書きでご記入ください。

協議された事項

・新市の事務所の位置は、「小野田市日の出一丁目１番１号(現小野田市役所)」。
・農業委員会は、合併時に統合し、選挙による委員は、合併特例法を適用し、平成１７年
７月１９日まで在任。
・都市計画税は、山陽町の例により調整するが、課税区域については、新市以降後も当分
の間、現行どおりとし、都市計画や都市計画事業の状況を勘案のうえ調整。
・合併時における市政の円滑な運営を図るため、合併後２年を限度に特別職の職員(特別
参与)を置くことができる。
・使用料については、当面原則として現行のとおりとするが、同一又は類似する使用料
は、それぞれの均衡を考慮するとともに、受益者負担の原則により統一に努める。
・補助金、交付金は、その事業目的、効果を総合的に判断し、従来からの経緯や実情等に
も配慮しつつ、公共的必要性、有効性、公平性の観点に立ち、そのあり方について検討す
る。
・国民健康保険料保険料賦課(医療給付費分)及び徴収(医療給付費分及び介護納付金分)
は、合併時は現行のとおりとし、合併の翌年度から賦課形態を保険料とする。
・介護保険料は、平成１７年度までは、現行の保険料とし、平成１８年度からの第三次介
護保険事業計画に基づき、適正な保険料を算定し、統一する。
・現行のとおり２病院を引き継ぐが、病院の将来構想は、新市において検討委員会を設置
し協議する。
・小型自動車競走事業(山陽オートレース場)は、現行のまま新市に引き継ぐ。

・都市計画税は、山陽町の例により調整するが、課税区域については、新市以降後も当分
の間、現行どおりとし、都市計画や都市計画事業の状況を勘案のうえ調整。
・現行のとおり２病院を引き継ぐが、病院の将来構想は、新市において検討委員会を設置
し協議する。

有 有の場合：         ４２  名

有 有の場合：      ２年    ｹ月


